
○ 小規模市町村を中心にデジタル人材の確保が難しい中で、令和７年度中に
都道府県が市町村と連携して地域DX推進体制を構築し、市町村の求める人材
プール機能を確保できるよう、地方交付税措置を拡充

○ デジタル人材としてのスキル・経験を有し、市町村支援業務を行う常勤職員※ 

    について、普通交付税措置

現 行 令和７年度～

常勤職員
（アクセラレータ※）

特別交付税
（措置率0.7）

普通交付税

単価780万円程度×人数

非常勤職員
業務委託

特別交付税
（措置率0.7）

（～R11 ）

※ 一定の経験・資格を有する者について、総務省が任命し、デジタル庁と連携してスキルアップ等を継続的に支援

1

都道府県における市町村支援のデジタル人材確保（人材プール）
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